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〒602-8570 京都市上京区下立売通新町西入薮ノ内町

発行所　　京 都 府
政 策 法 務 課
電  話 （075） 414-4037

〒602-8048 京都市上京区下立売通小川東入　　　　

印刷所　　中 西 印 刷 株 式 会 社
電  話 （075） 441-3155

　規　　　　則　

　次に掲げる規則をここに公布する。
　京都府手数料徴収条例施行規則の一部を改正する規則
　京都府後期高齢者医療財政安定化基金条例施行規則の
一部を改正する規則

　　令和６年３月26日
　　　　京都府知事　西　脇　　隆　俊　

京都府規則第８号

京都府手数料徴収条例施行規則の一部を改正する
規則

　京都府手数料徴収条例施行規則（平成12年京都府規則
第３号）の一部を次のように改正する。
　別表第２の204の２の項中「53,750円」を「56,000円」
に改め、同表の206の５の項及び206の６の項中「37,230
円」を「41,000円」に、「23,760円」を「33,000円」に改め、
同表の206の８の項の⑴中「第91条第２項及び第172条第
２項」を「第91条第３項及び第172条第３項」に、「第71
条第２項」を「第71条第３項」に改め、同項の⑵中「第
171条第９項」を「第171条第12項に規定する研修」に改

め、同項の⑶中「第173条」の右に「に規定する研修」
を加え、同表の207の５の項中「45,080円」を「53,000円」
に改める。

　　　附　則

　この規則は、令和６年４月１日から施行する。

京都府規則第９号

京都府後期高齢者医療財政安定化基金条例施行規
則の一部を改正する規則

　京都府後期高齢者医療財政安定化基金条例施行規則
（平成20年京都府規則第６号）の一部を次のように改正
する。
　第２条の２中「10万分の38」を「10万分の41」に改める。

　　　附　則

　この規則は、令和６年４月１日から施行する。

規　　　　　則

○京都府手数料徴収条例施行規則の一部を
改正する規則　 （高齢者支援課）    1

○京都府後期高齢者医療財政安定化基金条
例施行規則の一部を改正する規則 （医療保険政策課）   〃

訓　　　　　令

○京都府公印規程の一部を改正する訓令 （政策法務課）    2
○京都府文書の保管、保存等に関する規程

の一部を改正する訓令　 （　　〃　　）    4

告　　　　　示

○古典芸能振興公演補助金交付要綱の一部
を改正する告示　 （文化芸術課）   23

○京都府女性活躍応援事業補助金交付要綱
を廃止する告示　 （男女共同参画課）   23

○京都府手数料徴収条例施行規則に基づく
手数料を減じる理由　 （高齢者支援課）   24

○京都府府営住宅条例に基づく数値及び京
都府府営住宅条例施行規則に基づく数値
を定めた告示の一部を改正する告示　 （住宅課）   25

人 事 委 員 会

○会計年度任用職員の給与、勤務時間等の基準に関
する規則の一部を改正する規則　   26
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　訓　　　　令　

京都府訓令第３号

本　　庁　
地方機関　

　京都府公印規程の一部を改正する訓令を次のように定める。

　　令和６年３月26日
　　　　京都府知事　西　脇　　隆　俊

京都府公印規程の一部を改正する訓令

　京都府公印規程（昭和28年京都府訓令第22号）の一部を次のように改正する。
　第１条を次のように改める。
（趣旨）
第１条　この規程は、別に定めるもののほか、府の公印の形式、使用及び管理に関し必要な事項を定めるものとする。
　第２条に見出しとして「（公印）」を付し、同条中「、知事職務代理者印」を削る。
　第３条に見出しとして「（公印の形式）」を付し、同条第２項中「かい書」を「楷書」に改め、同項ただし書中「及び
知事職務代理者印」を削る。
　第６条に見出しとして「（報告）」を付し、同条中「管守者は、公印に」を「管理責任者（第５条の規定により公印の
管理を行う者をいう。）は、その管理する公印について」に、「その経過、事故後」を「、その経過、事故後に」に、「明
らかにし」を「明らかにして」に改め、同条を第７条とする。
　第５条に見出しとして「（公印台帳等）」を付し、同条第１項中「公印台帳」を「全ての公印（地方機関にあつては、
管理する公印）についての公印台帳」に、「、又は廃止の都度」を「又は廃止の都度、これに」に、「記載し、」を「記載し、
かつ、」に改め、同条第２項中「とき」を「場合に」に改め、同条に次の１項を加える。
３　前２項の場合において、使用区分が一般文書である知事印については、政策法務課長は、当該知事印の新調、改刻

又は廃止後遅滞なく、次に掲げる事項を京都府公報に告示しなければならない。
　⑴　当該知事印を新調し、改刻し、又は廃止した旨
　⑵　当該知事印の印影（当該知事印を新調し、又は改刻した場合に限る。）
　⑶　その他当該知事印の使用に関し必要な事項
　第５条を第６条とする。
　第４条に見出しとして「（公印の管理）」を付し、同条第１項本文中「は、全て」を「の管理は、」に、「管守する」を
「行う」に改め、同項ただし書中「印は」を「印の管理は、当該」に、「管守する」を「行う」に改め、同条第２項中「特
に必要と認めるときは、」を削り、「当該事務主管課長」を「特に必要があると認める場合には、その公印を使用する事
務を主管する課の課長」に、「室に」を「組織に」に、「当該室長」を「その事務を掌理する課長相当職以上の職にある
者又はその者」に、「管守させる」を「、当該公印の管理を行わせる」に改め、同条を第５条とする。
　第３条の次に次の１条を加える。
（公印の使用）
第４条　公印は、その使用区分に応じて使用する。
２　地方自治法（昭和22年法律第67号）第152条の規定により知事の職務を代理する者があるときのその者の公印は、

知事印を使用する。
３　公印の押印については、別に定めるところによる。
　

別表中

「

」

を
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「

」

に改める。

　別記様式第１号を次のように改める。
様式第１号（第６条関係）

　別記様式第２号中「第５条関係」を「第６条関係」に、「　　　　　　あて」を「政策法務課長　様」に、「（室）課（所）
長名」を「所属長名」に、「届について」を「届」に、「第５条第２項」を「第６条第２項」に改め、
「

」
を削り、同様式に注として次のように加える。

　　注　１　廃止のときは、「印影」欄の「旧」欄にのみ押印してください。
　　　　２　新調又は改刻のときは、別記様式第１号による書面（公印台帳）と併せて提出してください。

　　　附　則
（施行期日）
１　この訓令は、令和６年４月１日から施行する。
（経過措置）
２　この訓令による改正後の京都府公印規程（以下「新公印規程」という。）第６条第３項の規定は、この訓令の施行

の日以後に新調し、又は改刻する知事印について適用する。
３　この訓令の施行の際現に作成されているこの訓令による改正前の京都府公印規程別記様式第１号による公印台帳に

ついては、新公印規程別記様式第１号にかかわらず、当分の間、なお従前の例によることができる。
（京都府文書規程の一部改正）
４　京都府文書規程（昭和30年京都府訓令第26号）の一部を次のように改正する。
　　第45条第３項中「第４条第２項」を「第５条第２項」に、「課長が管守する」を「同項に規定する課長が管理する」

に改める。
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　別表企画総務の項０総務１財務に次のように加える。
　｜16基　　　　　　金｜10｜
　別表企画総務の項０総務に次のように加える。

　別表企画総務の項中「企画総務」を「政策環境総務」
に改め、同表企画参事（北部担当）の項、企画参事（南
部担当）の項及び地域政策の項３府民協働を削り、同表
企画統計の項３産業統計６経済産業省工業統計を次のよ
うに改める。

　別表企画統計の項４生活統計１財務を次のように改め
る。

　別表人権啓発推進の項から安心・安全まちづくり推進
の項までを削り、同表脱炭素社会推進の項０企画調整８
計画に次のように加える。
　　４環境白書（軽易）　５
　　５環　 境　 白　 書　20
　　６ 環境フェスティバ　５ 

ル（軽易）
　　７環境フェスティバ　10
　

｜
　ル　　　　　　　

｜
　

｜
　別表脱炭素社会推進の項０企画調整中10省エネ・節電
を11省エネ・節電とし、９地球環境問題を10地球環境問
題とし、８計画の次に次のように加える。

　別表脱炭素社会推進の項１温暖化対策中２人事から４
文書までを削り、５情報公開を２情報公開とし、６個人
情報保護から９地球環境問題までを３個人情報保護から
６地球環境問題までとし、10エネルギー対策を削り、同
項１温暖化対策に次のように加える。

京都府訓令第４号

本　　庁

　京都府文書の保管、保存等に関する規程の一部を改正
する訓令を次のように定める。

　　令和６年３月26日
　　　　京都府知事　西　脇　　隆　俊

京都府文書の保管、保存等に関する規程の一部を
改正する訓令

　京都府文書の保管、保存等に関する規程（昭和63年京
都府訓令第５号）の一部を次のように改正する。
　別表総務調整の項０総務０一般中10監査を11監査と
し、６表彰から９証明までを７表彰から10証明までと
し、５陳情・要望の次に次のように加える。
　｜６広 聴 ・ 広 報｜１｜
　別表総務調整の項０総務０一般に次のように加える。
　｜12照 会 ・ 回 答｜１｜
　別表総務調整の項０総務７地方機関を次のように改め
る。

　別表総務調整の項中「０総務」を「０企画調整」に改
め、１企画調整を削り、２公益法人を１公益法人とし、
同項に次のように加える。
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　別表公営企画の項から消費生活安全センターの項まで
を削り、同表文化スポーツ総務の項に次のように加える。

　別表脱炭素社会推進の項２エネルギー政策中１人事か
ら３文書までを削り、４情報公開を１情報公開とし、５
個人情報保護から７創エネまでを２個人情報保護から４
創エネまでとし、同項２エネルギー政策に次のように加
える。

　別表環境管理の項の次に次のように加える。
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　別表文化スポーツ総務の項中「文化スポーツ総務」を
「文化生活総務」に改め、同項の次に次のように加える。



号外　第８号　令和６年３月26日　火曜日　　　

7

京  都  府  公  報

　別表中文化スポーツ施設の項及び大学政策の項を削
り、企画統計の項の次に次のように加える。

　別表スポーツ振興の項を次のように改める。
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　別表文化施設政策監付の項１北山エリア整備に次のよ
うに加える。

　別表文化施設政策監付の項に次のように加える。
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　別表医療の項０病院事業・企画１財務中７出納を削
り、８契約等（軽易）を７契約等（軽易）とし、９契約
等を削り、10物品を８物品とし、11決算から18監査まで
を９決算から16監査までとし、同表中生活衛生の項を削
り、文化施設政策監付の項の次に次のように加える。

　別表ワクチン接種対策の項を削り、同表健康福祉総務
の項２企画調整12情報統計一般中「４広聴・広報」を「４
ＷＨＯ」に、「５ＷＨＯ」を「５広聴・広報」に改め、
同表高齢者支援の項５慰労金・支援金を削り、同表地域
福祉推進の項２生活保護医療７医療扶助中６施術協定を
７施術協定とし、３嘱託医から５特別基準までを４嘱託
医から６特別基準までとし、２医療機関指定の次に次の
ように加える。

　別表地域福祉推進の項２生活保護医療11介護扶助中２
特別基準を３特別基準とし、１介護報酬を２介護報酬と
し、０介護機関指定の次に次のように加える。

　別表障害者支援の項０地域支援・企画８障害者対策２
推進協議会及び３推進本部中「５」を「10」に改め、同
項０地域支援・企画８障害者対策中「４基本計画」を「４
総合計画」に改め、５福祉計画及び６アクションプラン
を削り、同表家庭支援の項０家庭福祉４文書中「４文書
管理」を「４文書分類」に改め、同表健康対策の項に次
のように加える。
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　別表中雇用推進の項、観光企画の項及び労働政策の項
を削り、薬務の項の次に次のように加える。
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　別表文化学術研究都市推進の項の次に次のように加え
る。
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地域づくり」に改め、同項４里力再生を削り、同項５野
生鳥獣０一般中８情報公開を９情報公開とし、１一般か
ら７訴訟までを２一般から８訴訟までとし、０例規の次
に次のように加える。
　｜１一　般（軽　易）｜１｜
　別表農村振興の項５野生鳥獣０一般中「情報公開」を
「公開請求」に改め、同項中５野生鳥獣を４野生鳥獣と
し、同表流通・ブランド戦略の項３食品産業振興中「２
食料産業振興」を「２食品産業振興」に改め、同表農産
の項３環境にやさしい農業推進０環境保全一般から２環
境にやさしい農業までを次のように改める。

　別表水産の項０漁政企画８海面漁業振興中０施設整備
を削り、１担い手（軽易）を０担い手（軽易）とし、２
担い手から10補助金等までを１担い手から９補助金等ま
でとし、同表森の保全推進の項を削り、同表林業振興の
項０林業振興・府有林中「０林業振興・府有林」を「０
林業活性化」に改め、同項１木材産業中「１木材産業」
を「１木材利用促進」に改め、同項に次のように加える。

　別表観光事業推進の項を削り、同表農村振興の項０企
画管理15国土調査中３年度計画を削り、４台帳を３台帳
とし、５認証を４認証とし、６補助金を削り、同項１計
画基盤０一般中４調整を削り、５事業管理を４事業管理
とし、６会計検査を５会計検査とし、同項１計画基盤１
調整を次のように改める。

　別表農村振興の項１計画基盤２府営事業中９施設管理
を10施設管理とし、８実績報告を９実績報告とし、７工
事施行を８工事施行とし、６用地取得及び補償の次に次
のように加える。
　｜７基 準 点 設 置｜５｜
　別表農村振興の項１計画基盤４国営・機構営事業中５
負担金執行を６負担金執行とし、４負担金計画を５負担
金計画とし、３文化財を４文化財とし、２計画の次に次
のように加える。
　｜３調　　　　　　査｜５｜
　別表農村振興の項３移住促進中３中山間ふるさと保全
基金を５中山間ふるさと保全基金とし、２都市農村交流
を削り、１移住促進対策を２移住促進対策とし、２移住
促進対策の次に次のように加える。

　別表農村振興の項３移住促進０一般の次に次のように
加える。

　別表農村振興の項３移住促進中「３移住促進」を「３
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　別表林業振興の項の次に次のように加える。
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　別表用地の項１取得推進に次のように加える。

　別表水環境対策の項を削り、同表建築指導の項３開発
指導に次のように加える。

　別表住宅の項０調整２人事中４職員研修を５職員研修
とし、３給与等の次に次のように加える。
　｜４公　 務　 災　 害｜５｜
　別表住宅の項０調整５情報公開を次のように改める。

　別表住宅の項０調整に次のように加える。
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　別表住宅の項４管理１財務中４会計検査を５会計検査
とし、３公有財産の次に次のように加える。
　｜４公有財産（許可）｜10｜

　別表住宅の項４管理３情報公開を次のように改める。

　別表住宅の項４管理中７市町村指導を８市町村指導と
し、４管理一般から６譲渡処分までを５管理一般から７
譲渡処分までとし、３情報公開の次に次のように加える。

　別表営繕の項の次に次のように加える。
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減額して申請しなければならない。ただし、申請時に
おいて当該消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額
が明らかでないものについては、この限りでない。

　第10条に次の１項を加える。
２　補助事業者は、前項の実績報告を行うに当たって、

補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税
額が明らかな場合には、当該消費税及び地方消費税に
係る仕入控除税額を減額して報告しなければならない。

　第11条中「要綱」を「告示」に改め、同条を第12条と
し、第10条の次に次の１条を加える。
（消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の確定に伴
う補助金の返還）
第11条　補助事業者は、補助金の交付決定後に補助金に

係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が確定
した場合には、速やかに、知事が別に定める様式によ
る報告書を知事に提出しなければならない。
２　知事は、前項の報告があった場合には、当該消費税

及び地方消費税に係る仕入控除税額の全部又は一部の
返還を命じることができる。

　　　附　則

　この告示は、令和６年４月１日から施行し、この告示
による改正後の古典芸能振興公演補助金交付要綱の規定
は、令和６年度分の補助金から適用する。

京都府告示第134号

　京都府女性活躍応援事業補助金交付要綱を廃止する告
示を次のように定める。

　　令和６年３月26日
　　　　京都府知事　西　脇　　隆　俊

京都府女性活躍応援事業補助金交付要綱を廃止す
る告示

　京都府女性活躍応援事業補助金交付要綱（平成27年京
都府告示第373号）は、廃止する。

　　　附　則

１　この告示は、令和６年４月１日から施行する。
２　この告示による廃止前の京都府女性活躍応援事業補

助金交付要綱に基づき令和５年度以前に交付した補助
金については、同告示の規定は、なおその効力を有す
る。

　　　附　則

（施行期日等）
１　この訓令は、令和６年３月26日から施行する。
２　この訓令による改正後の京都府文書の保管、保存等

に関する規程（以下「改正後の規程」という。）の規定は、
令和５年度以後に完結する文書等について適用する。

（経過措置）
３　令和４年度以前に完結した文書等のうち、各課の長

が適当と認めるものについては、改正後の規程に基づ
いて整理するものとする。

　告　　　　示　

京都府告示第133号

　古典芸能振興公演補助金交付要綱の一部を改正する告
示を次のように定める。

　　令和６年３月26日
　　　　京都府知事　西　脇　　隆　俊

古典芸能振興公演補助金交付要綱の一部を改正す
る告示

　古典芸能振興公演補助金交付要綱（平成４年京都府告
示第670号）の一部を次のように改正する。
　第１条及び第２条中「要綱」を「告示」に改める。
　第９条に次の１項を加える。
２　規則第５条の規定により補助金の交付の申請をしよ

うとする者は、補助金の交付の申請をするに当たっ
て、当該補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕
入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方
消費税相当額のうち、消費税法（昭和63年法律第108
号）及び地方税法（昭和25年法律第226号）に基づく
仕入れに係る消費税及び地方消費税として控除するこ
とができる部分の金額に補助対象経費に占める補助金
の額の割合を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）を
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京都府告示第135号

　京都府手数料徴収条例施行規則（平成12年京都府規則第３号。以下「規則」という。）別表第２の204の２の項、206
の３の項、206の５の項、206の６の項、207の５の項及び208の項に掲げる手数料に係る規則第４条第２項に規定する特
別な理由として知事が定めるもの及び当該理由に該当する場合における京都府手数料徴収条例（平成12年京都府条例第
１号）第４条の規定による減免の内容を次のように定め、令和６年４月１日から施行する。
　なお、この告示は、令和11年３月31日限り、その効力を失う。

　令和６年３月26日
京都府知事　西　脇　　隆　俊　

１　規則別表第２の204の２の項、206の３の項、206の５の項、206の６の項、207の５の項及び208の項に掲げる手数料
に係る規則第４条第２項に規定する特別な理由として知事が定めるものは、次の表の左欄に掲げる区分に応じ、それ
ぞれ同表の中欄に掲げる者であることとし、これらの理由に該当する場合は、それぞれ同表の右欄に掲げる額を減じ
る。

規則別表第２の204
の２の項

京都府で介護支援専門員実務研修受講試験に合格した者及び
京都府以外の都道府県で介護支援専門員実務研修受講試験に
合格した後に、住所又は勤務地の変更その他やむを得ない事
由により受講地を京都府に変更した者

5,950円

規則別表第２の206
の３の項

京都府以外の都道府県で登録を行っている介護支援専門員
（京都府内に所在する事業所で介護支援専門員として実務に
従事している者に限る。）及び京都府で登録を行っている介
護支援専門員

5,400円

規則別表第２の206
の５の項の⑴

同上 5,400円

規則別表第２の206
の５の項の⑵のアの
ア

同上 5,200円

規則別表第２の206
の５の項の⑵のアの
イ

同上 6,300円

規則別表第２の206
の５の項の⑵のイ

同上 6,300円

規則別表第２の206
の６の項の⑴

同上 5,200円

規則別表第２の206
の６の項の⑵

同上 6,300円

規則別表第２の207
の５の項

同上 9,300円

規則別表第２の208
の項

主任介護支援専門員研修を修了した介護支援専門員（京都府
以外の都道府県で登録を行っている介護支援専門員（京都府
内に所在する事業所で介護支援専門員として実務に従事して
いる者に限る。）及び京都府で登録を行っている介護支援専
門員に限る。）

5,900円

備考
１ 　この表において「登録」とは、都道府県知事が行う介護支援専門員実務研修受講試験に合格し、かつ、当該

介護支援専門員実務研修を修了した者について、当該都道府県の介護支援専門員名簿に氏名等を登録すること
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「

に改

13棟 301、403号 0.8070

501、505号 0.8870

上記以外 0.8670
」

め、同表朝来西団地の項中

「

を

11、12、
14、15、
19、25、
26棟

0.7289

17、18棟 0.8758

16棟 416～418号 0.7289

上記以外 0.8114
」

「

に改

11、12、
14、15、
19、25、
26棟

0.7289

16棟 416～418号 0.7289

上記以外 0.8114

17、18棟 0.8758

22、23棟 0.8790
」

め、同表城南団地の項中

「

を

２棟 103、105、106、108、109、
112、202、205、208、210 ～
212、302、303、307、312、
401、411、412号

0.8780

上記以外 0.8180
」

京都府告示第136号

　京都府府営住宅条例に基づく数値及び京都府府営住宅
条例施行規則に基づく数値を定めた告示（平成10年京都
府告示第55号）の一部を次のように改正し、令和６年４
月１日から施行する。

　令和６年３月26日
京都府知事　西　脇　　隆　俊　

　表北後藤団地の項中
「

を
１棟 104、502号 0.7770

上記以外 0.8370
」

「

に、
１棟 104号 0.7770

上記以外 0.8370
」

「

を
４棟 101、103、202、306号 0.7770

上記以外 0.8370
」

「

に、
４棟 101、103、306号 0.7770

上記以外 0.8370
」

「

を

13棟 501、505号 0.8870

301、303、403号 0.8070

上記以外 0.8670
」

（住所、勤務地等の変更により他の都道府県に登録の移転をする場合を含む。）をいう。
２ 　この表において「事業所」とは、介護支援専門員が配置されている居宅介護支援事業を行う事業所、介護保険施設等をいう。

２　令和７年４月１日から令和11年３月31日までの間における前項の規定の適用については、次の表の左欄に掲げる期
間の区分に応じ、同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。

令和７年４月１日から令和８年３月31日まで 5,950円 3,000円

5,400円 2,700円

9,300円 4,700円

令和８年４月１日から令和11年３月31日まで 5,950円 ０円

5,400円 ０円

9,300円 ０円
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会計年度任用職員の給与、勤務時間等の基準に関
する規則の一部を改正する規則

　会計年度任用職員の給与、勤務時間等の基準に関する
規則（京都府人事委員会規則６―95）の一部を次のよう
に改正する。
　第５条の見出し及び同条各号列記以外の部分中「期末
手当」の右に「及び勤勉手当」を加え、同条第１号中「期
末手当」の右に「及び勤勉手当」を、「第20条第１項後段」
の右に「又は第21条第１項後段」を加え、同条第２号中
「の額は」を「及び勤勉手当の額は」に、「は、第２条」
を「及び勤勉手当基礎額は、第２条」に改める。

　　　附　則

　この規則は、令和６年４月１日から施行する。

「

に改

２棟 103、105、106、108、109、
112、202、205、208、210 ～
212、303、307、312、401、
411、412号

0.8780

302号 0.9380

上記以外 0.8180
」

め、同表田辺団地の項中
「

を

18棟 101 ～ 108、110 ～ 113、202、
203、208、209、211 ～ 213、
302、304 ～ 307、310、311、
313、401 ～ 406、408、411 ～
413、501～505、508、512号

0.9190 

301号 0.8890

上記以外 0.8590
」

「

に、

18棟 101 ～ 108、110 ～ 113、202、
203、208、209、211 ～ 213、
302、304 ～ 307、310、311、
313、401 ～ 406、408、409、
411 ～ 413、501 ～ 505、508、
512号

0.9190 

301号 0.8890

上記以外 0.8590
」

「

を

21棟 101、102、104、106、109 ～
112、203、204、207、209、
211、212、301、302、304 ～
306、308 ～ 310、312、401 ～
404、406、410、412、413、
501～513号

0.9190

上記以外 0.8590
」

「

に改

21棟 101、102、104、106、109 ～
112、203、204、206、207、
209、211、212、301 ～ 306、
308 ～ 310、312、401 ～ 404、
406、410、412、413、501 ～
513号

0.9190

上記以外 0.8590
」

める。

人　事　委　員　会

　会計年度任用職員の給与、勤務時間等の基準に関する
規則の一部を改正する規則をここに公布する。

　　令和６年３月26日
　　　　京都府人事委員会
　　　　　委員長　坂　田　　　　均

京都府人事委員会規則106―823


